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①高度選別システ
ム開発

②材料再生プロセ
ス開発

③石油化学原料
化プロセス開発

④高効率エネル
ギー回収・利用シス

テム開発
終了時
評価

中間
評価評価時期

42.25.58.812.69.85.9実績額
（億円）

事業計画

研究開発項目①高度選別システム開発：
研究開発項目②～④プロセス向けの処理対象となる廃プラスチックを回収率を95％以上、現状比3倍の速度で自動選別する。

研究開発項目②材料再生プロセス開発：
廃プラスチックを新品のプラスチックと比べ90％以上の材料強度(靱性)に再生する。

研究開発項目③石油化学原料化プロセス開発：
廃プラスチックを転換率70％以上で石油化学原料に転換する。

研究開発項目④高効率エネルギー回収・利用システム開発：
再生処理困難なプラスチックからエネルギー回収し、総合エネルギー利用効率80％以上を達成する。

アウトプット
目標

本技術開発成果により、2030年度時点で、これまで国内で再資源化されていなかった廃プラスチックのうち、86万トンをマテリアル
リサイクル、87万トンをケミカルリサイクル、108万トンをエネルギーリカバリーすることで我が国のプラスチック循環に貢献する。アウトカム目標

廃プラスチックの循環利用ができていない大きな理由は、高コスト・手間がかかる・連携不足等に起因する非効率なリサイクル。選別
とマテリアル、ケミカル、エネルギーリカバリー技術開発を一体的に実施することで解決する。
国際標準化提案：無、 第3者提供データ：無

出口戦略

ＰＪ開始時：ＤH ＰＪ終了時：ＬＤグローバル
ポジション

想定する出口イメージ等

エネ・環先導研究（ 2019年度、2020年度）と連携
既存プロジェクトとの関係

プロジェクトの概要

期間：2020～2024年度（5年間）
総事業費：42億円（実績）需給

PMgr:サーキュラーエコノミ部 今西大介近年の中国の廃プラスチック輸入禁止に
端を発したアジア諸国の廃プラスチック輸入
規制強化の影響が大きな問題となってい
る。これらへの対応に向けて、G7やG20で
も重要な課題として取り上げられている。
日本においても「プラスチック資源循環戦
略」が策定され、「革新的リサイクル技術の
開発」等が重点戦略の一つとして掲げられ
ている。 そこで、本事業は、複合センシン
グ・ＡＩ等を用いた廃プラスチック高度選
別技術、材料再生プロセスの高度化技術、
高い資源化率を実現する石油化学原料
化技術、高効率エネルギー回収・利用技
術の開発を行う。

＜研究開発スケジュール・評価時期・想定する予算規模＞

＜全体プロセスイメージ＞

関連する技術戦略
リサイクル促進（プラスチック）、分野の技術戦略

革新的プラスチック資源循環プロセス技術開発



報告内容

３．マネジメント

２．目標及び達成状況

1．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋

• 事業の背景・目的・将来像
• 政策・施策における位置づけ
• 技術戦略上の位置づけ
• 外部環境の状況（技術、市場、制度、政策動向など）

• 他事業との関係
• アウトカム達成までの道筋
• 知的財産・標準化：オープン・クローズ戦略
• 知的財産管理

• 実用化・事業化の考え方と
アウトカム目標の設定及び根拠

• アウトカム目標の達成見込み
※費用対効果
• 非連続ナショプロに該当する根拠
• 前身事業との関連性
• 本事業における研究開発項目の位置づけ
• アウトプット（終了時）目標の設定及び根拠
• アウトプット目標の達成状況
• 研究開発成果の副次的成果等
• 特許出願
• 論文発表等

• NEDOが実施する意義
• 実施体制
• 個別事業の採択プロセス
※予算及び受益者負担
• 目標達成に必要な要素技術
• 研究開発のスケジュール
• 進捗管理
• 進捗管理：中間評価結果への対応
• 進捗管理：動向・情勢変化への対応
• 進捗管理：成果普及への取り組み
• 進捗管理：開発促進財源投入実績

ページ構成
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※本事業の位置づけ・意義
(1)アウトカム達成までの道筋
(2)知的財産・標準化戦略

(1)アウトカム目標及び達成見込み
(2)アウトプット目標及び達成状況

(1)実施体制
※受益者負担の考え方

(2)研究開発計画



＜評価項目１＞意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋
※ 本事業の位置づけ・意義

（１）アウトカム達成までの道筋
（２）知的財産・標準化戦略
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報告内容

３．マネジメント

２．目標及び達成状況

1．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋

ページ構成
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※本事業の位置づけ・意義
(1)アウトカム達成までの道筋
(2)知的財産・標準化戦略

(1)実施体制
※受益者負担の考え方

(2)研究開発計画

(1)アウトカム目標及び達成見込み
(2)アウトプット目標及び達成状況

• 事業の背景・目的・将来像
• 政策・施策における位置づけ
• 技術戦略上の位置づけ
• 外部環境の状況（技術、市場、制度、政策動向など）

• 他事業との関係
• アウトカム達成までの道筋
• 知的財産・標準化：オープン・クローズ戦略
• 知的財産管理



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 ※ 本事業の位置づけ・意義（終了時評価においては評価対象外）

事業の背景・目的・将来像

6

社会的背景・事業の目的
プラスチックはその高い機能性から、社会生活の様々な場面で利用が急速に進ん
だ素材である。しかし、需要増大に伴い、原料調達、製造、加工及び廃棄処理の
過程でのエネルギー消費、CO2排出の増大が社会課題となっている。
特に近年は、上記課題の解決がSDGsに資するため、リサイクルの徹底・素材転

換を求める機運が高まる中、対策を進めていく好機にある。
本事業ではこうした機運を捉え、回収された廃プラスチックの高度なリサイクルを促

進する技術開発を通して、プラスチックの資源効率や資源価値を高める基盤構築
を行います。



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 ※ 本事業の位置づけ・意義（終了時評価においては評価対象外）

政策・施策における位置づけ
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循環経済ビジョン2020（2020年5月22日）より
（引用）

V.我が国としての対応の方向性
１．循環性の高いビジネスモデルへの転換

（１）国内循環システムの最適化とそのためのリサイクル先の質的・量的確保
「プラスチックについては、「プラスチック資源循環戦略」の下、再生利用を拡大していく方針であり、ケミカ
ルリサイクル等の新たなリサイクル手法の検討が開始されている」

プラスチック資源循環戦略（2019年5月31日）より
（引用）

３．重点戦略
（１）プラスチック資源循環

②効果的・効率的で持続可能なリサイクル
「分別・選別されるプラスチック資源の品質・性状等に応じて、循環型社会形成推進基本法の原則を
踏まえ、材料リサイクル、ケミカルリサイクル、そして熱回収を最適に組み合わせることで、資源有効利用
率の最大化を図ります。」



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 ※ 本事業の位置づけ・意義（終了時評価においては評価対象外）

技術戦略上の位置づけ
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NEDO TSC Foresight Vol.35 資源循環分野の技術戦略策定に向けて（2019年11月）
国内の資源効率を向上させるには、処理コストを拡大させずに、廃プラスチックのリサイクルがより高効率に実現できる革新的な研究開発を行う必
要がある。

図 プラスチックリサイクルシステムと要素技術 出典:NEDO TSC Foresight Vol.35



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 ※ 本事業の位置づけ・意義（終了時評価においては評価対象外）

外部環境の状況（技術、市場、制度、政策動向など）
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プラスチックリサイクルに関わる重要な４つの技術分野に対して先行技術情報を収集
政策動向に注視しつつ、各技術分野での先行技術での課題を整理し、各研究開発項目での開発内容へ反映を行い事業を推進

【技術動向】【政策動向】
EU

「EUプラスチック戦略」で
2030年までにプラスチック容
器包装廃棄物リサイクル率を
55%とする

米国
カリフォルニア州では2030年
までに「プラスチック汚染防止
および包装の生産者責任に
関する法案」でプラスチックの
リサイクル率40%を規定

日本
「プラスチック資源循環戦略」
で2030年までにプラスチック
容器包装の6割をリユース・リ
サイクルする

URL処理技術国推進者

https://steinertglobal.com/廃プラ用コンベアソータードイツSTEINERT社
廃プラスチック
選別技術 https://www.max-ai.com/廃プラ用AIロボットソータアメリカBHS社

https://global.canon/ja/news/2023/20230712.html黒色プラ選別日本キヤノン

https://www.erema.com/廃プラペレタイズ装置オーストリアEREMA社

廃プラスチック
マテリアルリサイクル

技術

https://www.plasticsmg.com/廃プラペレタイズ装置アメリカPlastic Machinery社

https://www.aceretech.com/廃プラペレタイズ装置中国Aceretech社

https://mas-austria.recykling.biz/押出機とろ過システムドイツMAS Gmbh

https://www.idemitsu.com/jp/news/2021/210507_2.html廃FCC触媒利用システム日本出光興産

廃プラスチック
ケミカルリサイクル

技術

https://pryme-cleantech.com/uploads/downloads/Pryme-Investor-
Presentation-30-January-2025.pdf熱分解オランダPryme

https://onlinelibrary.wiley.com/doi/10.1002/app.1994.070520919酸塩基処理システム日本東北大

https://www.lyondellbasell.com/en/our-solutions/circular-low-carbon-
solutions/chemical-recycling/moretec/触媒分解オランダLyondellBasell

https://www.mcgc.com/kaiteki_solution_center/oursolution/17.html超臨界水プロセス日本三菱ケミカル

http://www.mikunikikai.jp/products/sales.html伝熱管クリーニングシステム日本三國機械工業廃プラスチック
高効率エネルギー

回収技術 https://www.sanki.co.jp/service/technology/article/detail085.html熱輸送システム日本三機工業



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 ※ 本事業の位置づけ・意義（終了時評価においては評価対象外）

他事業との関係
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事業内容事業
タイプ期間プロジェクト名実施

機関

実廃プラスチックからの温和な条件での高選択的有用化学品合成を可能にする新規固体触
媒プロセスの構築

基礎
研究

2018
~2022

廃プラスチックからの選択的有用化学品合成を可能にす
る固体触媒プロセスの開発ERCA1

脱塩素技術として湿式化学分離技術を開発し、プラスチック高度循環利用技術・プロセスを
確立

基盤
研究

2017
~2018

革新的ハロゲン循環による材料の高資源化プロセスの開
発JST2

プラスチックのリサイクルにおいて、脱ハロゲン技術開発を基軸として、ハロゲンを制御し循環・有
効利用する技術を解明

基盤
研究

2020
~2025環境インパクト低減に向けたハロゲン制御技術の体系化科研費3

廃プラ、廃ゴムの精密熱分解によるブタジエン、BTXへの化学品変換及び、植物原料からブタ
ジエン、イソプレンを合成する技術の開発

実証
研究

2021
~2030

グリーンイノベーション基金事業／CO2等を用いたプラス
チック原料製造技術開発プロジェクト内閣府4

廃プラスチックに対する選別・分離の高精度・高速化技術、ペレタイズ時の高性能化再生プロ
セス技術、成形加工時の高特性化技術を開発

先導
研究

2019
~2020

プラスチックの高度資源循環を実現するマテリアルリサイク
ルプロセスの研究開発NEDO5

マテリアルリサイクルに適さない廃プラスチックを対象に、基礎化学品に転換できる革新的なケミ
カルリサイクルプロセスを構築するために必要な要素技術を開発

先導
研究

2019
~2020プラスチックの化学原料化再生プロセス開発NEDO6

社会システム全体のエネルギー利用効率の飛躍的な向上を図るために、高温かつ腐食性の
燃焼ガスに対応できる高効率・高耐久な熱交換材料の開発と低温排熱から冷熱の製造

先導
研究

2019
~2020高効率エネルギー回収のための熱交換・熱利用技術NEDO7

異種多層フィルムに代表される複数種の素材を複合化したプラスチック成形品に対し、連続的
にケミカルおよびマテリアルリサイクルできる液相ハイブリッド技術を開発

先導
研究

2020
~2021

多層プラスチックフィルムの液相ハイブリッドリサイクル技術の
開発NEDO8

プラスチックの資源循環に関する４つの先導研究で得られた成果を基に本事業を構築



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 (1)アウトカム達成までの道筋

アウトカム達成までの道筋
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プラスチック資源循環のエネルギー使用量を現行の処理技術よりも大幅に削減し、AIを用いたプラスチック高度選別、高度材料再生プロセス技術、高い資源化率を実現
する基礎化学品化技術、高効率エネルギー循環システムの開発を行う。
これらの研究開発を通じて、プラスチック資源効率、資源価値を飛躍的に高めることで、中小企業の多い静脈産業がサプライチェーンに組み込まれ、 「再生プラスチック資
源を上手に使う」ことで社会ニーズに質・量の両面で応える。また、環境への取り組みが経済成長に結びつくプラスチック循環経済社会の実現を目指す。

材料再生プロセス
開発

石油化学原料化
プロセス開発

高度選別システム
開発

廃プラスチックの国
内リサイクルの促進

本開発技術を用い
たリサイクル処理量
[2030見込み]

281万トン

高効率エネルギー
回収・利用システム

開発

アウトカム目標
2020 2028

アウトプット目標
2024 2026 2030（年度）

再生材利用製品
の選定

試作製品物性評価
安全性評価

ベンチプラントによる
試作/性能評価

各プロセス向け仕分
け素材・量の判断

リサイクラーへの
技術紹介と指導

各プロセス向け素材
選別の実現と

実素材の試験投入

忌避物質の
処理方法開発

処理システム
スケールアップ
技術の開発

ベンチプラントによる
試作/性能評価

実設備による高温熱回収連続試験
冷熱製造技術のスケールアップ検討

ベンチプラントによる
試作/性能評価

製造システム
導入判断

選別システム
導入判断

処理システム
導入判断

処理システム
導入判断

技
術
・
シ
ス
テ
ム
の
全
国
拡
大

各
種
政
策
的
な
支
援

廃プラスチックを新品のプラスチックと
比べ90％以上の材料強度（靱
性）に再生する

廃プラスチックを転換率70％以上
で石油化学原料に転換する

再生処理困難なプラスチックからエ
ネルギーを高効率に回収して、総
合エネルギー利用効率80％以上
を達成する

材料再生、石油化学原料化、高
効率エネルギー回収の各プロセス
向けの処理対象となる廃プラスチッ
クを回収率95％以上、現状比3
倍の速度で自動選別する

政策的な支援：プラスチック資源循環促進法(2022/4)、再資源化事業高度化法(2024/5)、資源有効利用促進法改正(2026/4予定)等

本事業成果をNEDO高度循環事業に統合

NEDO講座で技術の社会普及

技術課題解決のための基盤研究

社会実装へ向けた実用化開発事業へ



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 (1)アウトカム達成までの道筋
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アウトカム達成までの道筋（今後の展開）

公募名：NEDO先導研究プログラム
課題名：プラスチック資源の高度ケミカルリサイクル技術開発
採択案件：製油所装置による多種混合廃プラの大規模処理技術開発
事業者：一般財団法人カーボンニュートラル燃料技術センター

【共同実施先】国立大学法人東北大学
公立大学法人大阪大阪公立大学
ENEOS株式会社

公募名：脱炭素社会実現に向けた省エネルギー技術の研究開発・社会実
装促進プログラム

採択案件：熱交換器の革新的効率・耐食性向上技術の実用化開発
事業者：東北発電工業株式会社

三國機械工業株式会社
近藤設備設計株式会社

高効率エネルギー回収・利用技術 石油化学原料化プロセス技術



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 (2) 知的財産・標準化戦略

知的財産・標準化:オープン・クローズ戦略
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知財委員会
（開催回数）

バックグラウンド特許知財創出の
キーワード注目する分野研究開発項目

2024
年度

2023
年度

2022
年度

2021
年度

2020
年度

24220
・圧力センサを利用した網下気室型湿式比重選別機
用回収制御装置（特許第5088784号）
・小型エアテーブル（特許第5709166号）

ソーティング、センシング、比重
選別、ジグ、整粒・リサイクル高度選別

システム開発

9111121

・リサイクルポリオレフィンを含有する熱可塑性樹脂組
成物の再生方法（特許第6333674号）
・樹脂組成物成形機および樹脂組成物の成形方法
（特許第6608306号）
・熱可塑性樹脂組成物の成形機、および製造方法
（特許第6914541号）

混練条件、樹脂溜まり、マルチ
ゲート、マルチメッシュ、せん断履
歴制御

・リサイクルプラスチック
の高度再生に関わる
技術
・プラスチックの高度
成形技術

材料再生
プロセス開発

33010
・ＭＷＷ型ゼオライト及びその製造方法、並びにクラッ
キング触媒（特開2018-222646）
・アルキル基を有さない多環芳香族とアルカンの製造方
法（特開2015-168059）

触媒の選択性、溶媒の機能、
複合プラスチックの触媒分解、
充填材入りプラスチックの触媒
分解、モノオレフィン化容器包装

・触媒開発
・プロセス開発
・容器包装開発

石油化学原料
化プロセス開発

32232
・吸収式冷凍機（特開2018-179425）
・吸収式冷凍機用作動媒体及びこれを用いた吸収式
冷凍機（特開2019-045079）

灰付着低減，表面改質、乾
燥吸着剤、氷スラリー流動性

・灰付着低減，高
温腐食低減技術
・過冷却技術

高効率エネル
ギー回収・利用
システム開発

オープン戦略：コンソーシアム等の活動を通じてデファクトスタンダード化を図りリサイクル市場を拡大
クローズ戦略：多数保有するバックグラウンド特許をベースに確実に権利範囲を拡大しシェアの確保



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 (2) 知的財産・標準化戦略

知的財産管理

14

知的財産権の帰属及び取扱い方法について文書化して管理
本事業で得られた知財については、関係各機関の知財部門と連携し、特許管理、知財管理を推進

知的財産権の帰属
産業技術力強化法第17条第１項に規定する4項目及びNEDOが実施する
知的財産権の状況調査（バイ・ドール調査）に対する回答を条件として、知的
財産権はすべて発明等をなした機関に帰属。

知財マネジメント基本方針（NEDO知財方針）に関する事項
NEDO知財方針に記載された「全実施機関で構成する知財委員会（又は同
機能）」を整備し、「知財の取扱いに関する合意書」を作成。

データマネジメントに係る基本方針（NEDOデータ方針）に関する事項
NEDOデータ方針に記載された「全実施機関で構成する知財委員会（又は同
機能）を整備し、「データの取扱いに関する合意書」を作成。



＜評価項目２＞目標及び達成状況

（１）アウトカム目標及び達成見込み
（２）アウトプット目標及び達成状況

15



報告内容

３．マネジメント

２．目標及び達成状況

1．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋

• 実用化・事業化の考え方と
アウトカム目標の設定及び根拠

• アウトカム目標の達成見込み
※費用対効果
• 非連続ナショプロに該当する根拠
• 前身事業との関連性
• 本事業における研究開発項目の位置づけ
• アウトプット（終了時）目標の設定及び根拠
• アウトプット目標の達成状況
• 研究開発成果の副次的成果等
• 特許出願
• 論文発表等

ページ構成
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※本事業の位置づけ・意義
(1)アウトカム達成までの道筋
(2)知的財産・標準化戦略

(1)実施体制
※受益者負担の考え方

(2)研究開発計画

(1)アウトカム目標及び達成見込み
(2)アウトプット目標及び達成状況



2. 目標及び達成状況 (1) アウトカム目標及び達成見込み

実用化の考え方とアウトカム目標の設定及び根拠

17

実用化は、『当該研究開発成果に基づく革新的プラスチック資源循環プロセス技術開
発の基盤技術が確立されること』をいう。

具体的には、本事業で開発された基盤技術が試験設備に組み込まれることとする。

排出される廃プラの量とそれぞれの処理プロセスで担う量のイメージ
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【アウトカム目標】
マテリアルリサイクル 86万トン
ケミカルリサイクル 87万トン
高効率エネルギー回収・利用 108万トン
合計 281万トン

間接的な効果：人手不足の緩和とメンテナンス頻度の半減



2. 目標及び達成状況 (1) アウトカム目標及び達成見込み

実用化の考え方とアウトカム目標の設定及び根拠

18

廃プラスチック資源は毎年800~850万トン程度が排出されている状況、
• 汚れのほとんどない廃プラスチック211万トンのうちPE、PP、PSでの回収予測として86万トン、これをマテリアル

リサイクルする
• 汚れが軽いもの 291万トンのうち処理できるものとしての回収率を30%と予測して87万トン、これをケミカルリ

サイクルする
• 汚れがひどいもの361万トンのうち処理できるものとしての回収率を30%と予測して108万トン、これをエネル

ギーリカバリーする
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プラスチックリサイクルの基礎知識2025（プラスチック循環利用協会）より

廃プラスチックの総排出量の推移



2. 目標及び達成状況 (1) アウトカム目標及び達成見込み
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アウトカム目標の達成見込み
課題達成見込み技術要件

技術成果のユーザとのマッチングを行う事で選別システムの導
入数を増やす各種取組み、支援する組織の構築が必要であ
る。これに対し事業者のサイト内に選別システムのデモ設備を
設置し技術普及に取り組んでいる

フィールドピックアップ型AIソータと高度比重選別装置のベンチ機完成に
より、技術基盤を構築した。識別用データ拡充やスケールアップに関す
る検証を、現在実施中のNEDOプロ「高度循環型システム構築に向け
た廃電気・電子機器処理プロセス基盤技術開発」に引き継ぐことで、3
年程度で製品化する見通し

高度選別システム
開発

材料再生プロセスに適した廃プラスチックの量的な確保と、それ
を用いた再生利用プラスチック製品の選定を行い、企業実施
者と共に実製品の製造プロセスの検証が必要である。継続的
に廃プラスチックを扱うリサイクル企業と製品製造企業のマッチン
グを進めて行く

国内外も含めた企業との共同研究を行い、本技術の実用化を支援し
ている。またNEDO特別講座を開催し、企業だけでなくアカデミアに対し
ても、当該プロジェクトで培った知見・技術・解析手法を伝え、発展させ
る活動を行っている

材料再生
プロセス開発

触媒分解：触媒活性に対する異種プラスチック混入を可能と
するレベルの検証、触媒毒物質の明確化と対策に関する基礎
研究を行う必要がある
液相分解：装置設計に資するデータの獲得をさらに進めるとと
もに、当該技術を内外に周知し潜在的顧客を見出すことでバ
リューチェーンの構築を進める

触媒分解：固体夾雑物の除去システムを備えた、溶媒利用触媒分
解を行うプロセスフローを構築し、各単位操作の実現可能性を検証し
た。本事業で得られた課題に対する廃プラスチック分解触媒の開発に
ついては、プラスチックリサイクルのニーズをもつ企業と大学での個別共同
研究の実施に移行する
液相分解：参画企業内での不良品再生に関する取り組みから始め、
2030年度までに20万トン/年の処理に関する装置設計に基づく経済
性および環境適合性を評価するとともに、バリューチェーンを構築する

石油化学原料化
プロセス
開発

高効率伝熱管材料の検討では、実プラントでの各種評価が
別事業で始まり、社会実装に向けて着実に進んでいる。冷熱
製造統合システムの検討では吸収型冷凍機の更なる性能向
上は必要であるが、企業、自治体からの関心が高く低温排熱
を得られる場所の選定は順調に進んでいる

高効率伝熱管材料の高耐久化と焼却炉への実装方法の検討により
基盤技術を完成した。当該技術を実機へ適用する見通しである。また
冷熱製造統合システムの基盤技術を完成した。今後総合的なエネル
ギー利用システムに本技術の搭載を行える見通しである

高効率エネルギー
回収・利用システ

ム開発



2. 目標及び達成状況 (1) アウトカム目標及び達成見込み

20

2030年までに各プロセスのスケールアップを推進
【材料再生プロセス開発】 アウトカム目標86万トン/年
日本のプラスチックリサイクラー179拠点に現在開発を進めている処理能力3t/hの装置を設置し、一日8時間、月20日、12か月
の稼働で、

3t/h x 8h x 20day x 12month x 179台
= 103万トン/year

【石油化学原料化プロセス開発】 アウトカム目標87万トン/年
日本各地の拠点に現在開発を進めている処理能力 333 トン／日の装置を設置し、一年間に300日稼働で、

333t/day × 300day × ９基
= 90万トン/year

（内訳：３P 8基計80万トン、複合フィルム １基10万トン）

【高効率エネルギー回収・利用システム開発】 アウトカム目標108万トン/年
日本の焼却処理施設のうち、まず24拠点に現在開発を進めている処理能力150t/dayの装置を設置し、年間300日の稼働で、

150t/day x 300day x 24拠点
= 108万トン/year

アウトカム目標の達成見込み（達成時の姿）



2. 目標及び達成状況 (1) アウトカム目標及び達成見込み

費用対効果

21

【投資コストと効果】
プロジェクト費用の総額

42億円
(2020-2024年度）

経済効果(2030年）
資源循環とエネルギー利用として 1,810億円/年＜

【アウトカム目標より】
本事業成果により、2030年までにこれまで国内
で再資源化されていなかった廃プラスチックのうち
右の量を処理

マテリアルリサイクル 86万トン/年
ケミカルリサイクル 87万トン/年
高効率エネルギー回収 108万トン/年

●経済効果
1,810億円/年

●CO2削減効果

2030年時点原料単価(円/kg)リサイクル量(万トン）
1030億円12086マテリアルリサイクル
540億円62.187ケミカルリサイクル
240億円22.2108エネルギー回収
1810億円281合計

739万トン-CO2/年削減

CO2削減量CO2係数リサイクル量(万トン）
211万トン-CO22.4586マテリアルリサイクル
244万トン-CO22.887ケミカルリサイクル
284万トン-CO22.63108エネルギー回収
739万トン-CO2281合計



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

非連続ナショナルプロジェクトに該当する根拠

22

内容
画期的で飛躍的な変化を伴う価値が創造され、提供されることにより、生活、環境、社会、働き方などを変える非連続的な価値の創造
難易度が高い技術的課題や、新領域へのチャレンジなどにより、目標とする特性値や技術は従来の延長上にはなく、リスクが
特に高い技術の不確実性

理由
これまで、廃プラスチック処理は、コスト/技術の観点から、殆どがエネルギー回収として処理されてきたが、物性（靱性）を維持
可能な再生技術による再生プラスチックの価値向上や、基礎化学品化再生技術によるオレフィン、BTX等への再資源化（新
たな価値）を図ることで、マテリアルリサイクル、ケミカルリサイクルを拡大させることが出来るとともに、CO2/エネルギーの削減が可
能となる。また、廃プラスチックの選別から各リサイクルシステムまで、一貫した資源循環プロセスを実現することは、他国に先駆け
た資源循環社会の実現に貢献するものである。

①非連続的な価値の創造

廃プラスチックの処理には、材質、製品の汚染度など、様々な要因が要するために、マテリアルリサイクル、ケミカルリサイクル、サー
マルリサイクルを回収プラスチックの品質に応じてバランスよく実施することで、処理量、経済性、環境性（CO2削減効果）を最
大化する必要がある。そのためには、本研究開発に於ける「高度選別技術」、「材料再生技術」、「基礎化学品化再生技術」、
「高効率エネルギー回収・利用技術」の４つのコア技術開発の連携が必須であり、不確実性が非常に高い。

②技術の不確実性

非連続ナショナルプロジェクトの考え方



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

前身事業との関連性
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課題取組の成果とその評価プロジェクト名
事業
タイ
プ

PP成分選別容器リサ
イクルで見出された物
性回復の理論が、他
の樹脂材料でも適用
可能かの検討

評価：極めて優れている
高度選別技術、高度物性再生技術について、一定の進展が示され、特に、各種のプラスチックについて物性劣化の発現メカニズムの要因
について、科学的に裏付けられた技術であることが示されている。また、それらの結果に基づいて開発を進めている独創性・革新性を有するプ
ロセス技術は大きな波及効果が期待できる。
プラスチックの高度選別技術、物性再生技術、システム研究および標準化の各研究項目において、今後の課題や具体的に必要な技術
開発要素が明確に提示されており、今後の開発スケジュールや実施体制の提案も適切であり、ナショナルプロジェクト化に向けて有効な成
果になっている。

プラスチックの高度
資源循環を実現す
るマテリアルリサイク

ルプロセスの
研究開発

(2019-2020)

先導
研究

廃プラの適用範囲を明
確にした上で、プラス
チックの化学原料化の
収率を、石油精製のア
セットを活用しつつ向
上させる方策の検討

評価：優れている
廃プラスチックと原油蒸留残渣油混合物の共熱分解、その前処理技術の開発を堅実に進め、コーカー投入による処理フローについて可能
性を広げたものと考える。また、共熱分解による環境負荷削減効果を算定するとともに、ケミカルリサイクル向け廃プラスチックの調達可能性
を示したことも意義があると考える。
廃プラスチックの原油蒸留残渣油との共熱分解技術や、廃プラスチックからの基礎化学品製造触媒分解プロセス技術の開発の各研究項
目において、課題や必要な技術開発要素の提示、今後の開発スケジュールや実施体制の検討もなされており、ナショナルプロジェクト化に
向けて有効な成果になっている。

プラスチックの化学
原料化再生
プロセス開発

(2019-2020)

先導
研究

灰付着防止技術での
長期性能・信頼性に
関した材料評価の検
討

評価：妥当である
灰付着抑制可能な金属系熱交換器候補材料開発、溶融塩に対する耐食性に優れたセラミック系材料開発、灰付着抑制と耐食性を高
める溶射技術等、高温ダーティガス用熱交換器開発に資する成果を得ている。灰付着による伝熱効率低下を抑制するために、溶融塩の
濡れ性に着目した発想と熱力学的に解決する方法には期待感がある。
一方で、熱駆動型吸収式冷凍機が低効率であるほど廃熱利用量が増加するため、熱回収量と機器・システムの高効率化に関する研究
開発を行い、経済性を踏まえた適切なモデル検討を行っていただきたい。

高効率エネルギー
回収のための

熱交換・熱利用技
術

(2019-2020)

先導
研究

複数のリサイクルフィル
ム材料が混合処理さ
れる際の反応機構の
検討

評価：優れている
多層プラスチックフィルムは、現在有効なリサイクル技術が確立されておらず、本研究開発では、有機溶剤を使用せず水熱処理でハイブリッ
ドリサイクル（加水分解性樹脂はケミカルリサイクル＋非加水分解性樹脂はマテリアルリサイクル）を連続で行う技術と装置を開発した。回
収モノマーの回収率が目標未達ではあるが、ハイブリッドリサイクルできる可能性を見い出した。連続処理装置については、小型装置を試作
しモデルテストにて目標の回収量を達成した。後継プロジェクト「革新的プラスチック資源循環プロセス技術開発・石油化学原料化プロセス/
複合プラスチックからのモノマー回収液相プロセスの開発」に採択されており、この先導研究でやりきれなかった課題の達成や、社会実装に向
けての様々な実験（異物混入による影響確認、実フィルムでのリサイクルテスト、連続処理装置の改良や大型化、回収されたモノマーやポ
リマーの品質評価など）により、課題設定し、着実に成果を出されることを期待する。

多層プラスチックフィ
ルムの液相

ハイブリッドリサイクル
技術の開発

(2020-2021)

先導
研究



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況
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本事業における研究開発項目の位置づけ
本事業は廃プラスチックの選別から各リサイクルシステムまで、一貫した資源循環プロセスを実現することを目的としており、下記図のように1)
高度選別として高度選別システム開発、2)材料再生として物理再生プロセス開発、3)化学原料化として石油化学原料化プロセス開発、
4)エネルギー循環として高効率エネルギー回収・利用システム開発を、また本事業全体のLCAを検討するために高度選別システム開発のサ
ブテーマとしてLCAを位置付けている。



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット（終了時）目標の設定及び根拠
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根拠最終目標
（2024年度）

研究開発
項目

95%以上を達成すれば1段の処理で多種類プラスチックを同時に低コスト
で処理する事が可能になる。対象とする大量のプラスチックを処理するには、
選別プロセス全体で従来比の3倍程度以上の選別速度が必要となる見込
み

材料再生、石油化学原料化、高効率エ
ネルギー回収・利用の各プロセス向けの処
理対象となる廃プラスチックを回収率
95％以上、現状比3倍の速度で自動選
別する

高度選別
システム開発

リサイクルしたプラスチック素材を製品製造に利用するためには、バージンのプ
ラスチック材料が有する靱性の90%以上の材料強度で再生することが必要

廃プラスチックを新品のプラスチックと比べ
90％以上の材料強度（靱性）に再生
する

材料再生
プロセス開発

廃プラスチックの転換率を30%以上に向上することにより、採算性が向上す
る化学プロセスを構築することが可能になる。さらに転換後の残渣油を石油
化学工業の分解促進プロセスにレトロフィットすることでトータル70%以上と
なる見込み

廃プラスチックを転換率70％以上で石油
化学原料に転換する

石油化学原料化
プロセス開発

現在、単純埋立・焼却されているプラスチック及びマテリアルリサイクル、ケミカ
ルリサイクル困難な廃プラスチック等を対象に、熱エネルギーを80%以上の
変換効率で回収・利用可能にすることにより、欧州並みの総合熱利用効
率を達成する

再生処理困難なプラスチックからエネル
ギーを高効率に回収して、総合エネル
ギー利用効率80％以上を達成する

高効率エネルギー
回収・利用
システム開発



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況
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◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達

課題と解決方針案達成の根拠達成
度成果最終目標

（2024年度）
研究開発
項目

FP型AIソータ開発について、プラント
導入に向けて黒色プラの識別精度
向上とAI識別用データの拡充が必
要である。製品別廃プラの比重選別
について、操業規模に応じたスケール
アップのため水槽規模に適合したジ
グ自動制御機能の検証が必要であ
る。いずれも現在実施中のNEDOプ
ロ「高度循環型システム構築に向け
た廃電気・電子機器処理プロセス基
盤技術開発」に引き継いで検証中

・FP型AIソータ開発について、モデル
混合プラ8m3コンテナ1台分(45L
袋100個相当)の5分以内での自
動選別を達成した。
・実廃棄物を用いた製品別廃プラの
比重選別について、新SRが想定す
る新MR・新CR・新ERの目標品質
を回収率95％以上で達成した

○
・FP型AIソータ開発について、現状比 3倍の速度での自動
選別を達成。
・製品別廃プラの比重選別について、新SRが想定する新
MR・CR・ERの目標品質を回収率95％以上で達成

SR材料再生、石油化
学原料化、高効率
エネルギー回収・利
用の各プロセス向け
の処理対象となる
廃プラスチックを回
収率95％以上、
現状比3倍の速度
で自動選別する

高度選別
システム開発

炭素資源循環度の指標としての今
後の展開については、成果を学会等
において発表することで、この分野の
研究・政策に影響を与えることができ
ると考える

・プロセス評価モデル、リサイクル技術
選択モデル、動的フロー分析モデル
を開発し、ベストミックスシナリオの導
出とその実現のための空間シナリオを
提示した

○

・本事業にて開発したプロセス評価モデルにより、新技術のラ
イフサイクルCO2排出量を評価し、それが既存の技術より
CO2排出削減効果が大きくなる条件について見出した。さら
に、炭素資源循環度の指標を開発し、新CR技術を既存
技術と比較評価した
・廃プラフローの推計結果をもとにした技術選択モデルと動的
フロー分析モデルにより、2030年、2035年のプラの地域別、
部門別、種類別（性状考慮）フロー、新技術導入の可能
性及び技術選択の望ましい組み合わせを示した

LCA

・普及のためには単軸でのプロセス開
発研究が必要
・CAEによる流動解析殿定量的連
携

・実証試験機での検証を通じ、ス
ケールアップが可能であることも実証
・マルチ電動制御バルブゲート金型
による射出成形法の開発

○
多種多様な廃プラだけでなく、バージン品においても物性向上が可
能な新規ペレタイズプロセスを開発した。さらに、成形品部位間の
物性ばらつきがなく、リサイクル性にも優れた射出成形プロセスも開
発した

廃プラスチックを新
品のプラスチックと比
べ90％以上の材料
強度（靱性）に再
生する

材料再生
プロセス開発



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況
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課題と解決方針案達成の根拠達成
度成果最終目標

（2024年度）
研究開発
項目

基礎研究に立ち戻って触媒毒物質
の特定や可能な対策技術を策定し
て、触媒分解の対象となる廃プラの
拡大を図る。スケールアップ時の昇温
速度低下が触媒効率低下に影響
する課題も表出。急速昇温可能な
連続式試験装置で検証

石灰などの触媒毒含有量が少ない
廃プラの分解については、触媒分解
による石油化学成分に加え、残渣
成分の重質成分を接触流動触媒
で分解することで収率70％の可能
性を示した

△
連続触媒分解プロセスの概念設計を完了。石灰等が強い
触媒毒となることがわかったため、石油化学原料への転換率
70％を達成可能な廃プラの種類には制約が生じることがわ
かった。

触媒
分解廃プラスチックを転

換率70％以上で
石油化学原料に転
換する

石油化学原
料化

プロセス開発

10万トン/年の装置設計が課題で
あり、重質油処理装置を参考にする
ことで解決する

連続処理を実証し、装置設計指針
を示した○

モノマーおよびポリオレフィンの回収率の目標値（7割以
上）を達成する条件を明確化し。TPA純度を99%とする
処理方法を提案し、連続処理を実証した

液相
分解

施工法と皮膜構成の最適化を知財
化し社会実装。冷熱製造・製氷シ
ステムのスケールアップによる実証試
験の導入先の候補地の多様化と冷
熱需要の拡大

灰付着量および化学腐食量をそれ
ぞれ50％削減、4kW級熱リサイク
ルパッケージ製氷システムによりー
5℃の冷熱と氷充填率50％の氷ス
ラリーに製造可能

○
灰付着および化学腐食をそれぞれ低減できたとともに、熱駆動吸
収式冷凍機により安定した氷スラリーも製造できた。また、総合熱
利用システムによって総合エネルギー利用効率が80％を上回ること
を明らかにした

再生処理困難なプ
ラスチックからエネル
ギーを高効率に回
収して、総合エネル
ギ ー 利 用 効 率
80％以上を達成
する

高効率エネ
ルギー回収・

利用
システム開発

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況（技術委員会意見）
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事業終了時にまでに見出された課題研究開発項目

• 市場での流通量の多いポリエチレンやポリプロピレンの選別によりプラスチックのリサイクルは飛躍的に進むと考えられ、今後これ
らポリマーの選別対応が望まれるSR

高度選別システム開発
• 新たな評価指標としてCO2排出量と炭素資源循環度を示したことは成果として重要であるが、カーボンニュートラルの観点で

継続した指標の検討が望まれるLCA

• 物理再生はマテリアルリサイクルの手法となることは証明された。一方、何にでも使える手法では無い事も明らかになり、物理再生出来な
い化学劣化したプラスチック等に対して添加剤等の開発も望まれる

• 企業と共に本技術の適用可能性の高い廃製品に絞りクローズドリサイクルを行う事等、本成果の実用化の事例が望まれる
材料再生プロセス開発

• ゼオライト触媒失活に繋がった添加物等の触媒毒が何であるかを明らかにする基礎研究の取組みが必要である
• 触媒再生のための大量の触媒焼成プロセスを実現する手法の検討が必要である
• 石油化学工業プロセスでの接触流動式分解装置(FCC)を想定した評価はレトロフィットの手法の一つと考えられるが、何等

かの既存の統合的なシステムを想定し、その中で触媒利用の有効性を示すことが望まれる
• 今後の知見として、本取り組みの成果と課題を記録に残すことが必要である

触媒
分解

石油化学原料化プロセス開発
• 本装置（高圧反応槽）の実用化に当たり、プロセスや経済性の課題の整理が必要である
• リサイクルされたポリオレフィンの高付加価値化が重要であり、様々な分子量の混合物から特定の分子量領域のポリオレフィン

を製造する技術や片端末に二重結合をもつポリオレフィンを製造する技術への適用が望まれる
• 装置の実用化検討にあたっては、生成物であるテレフタル酸や安息香酸の吸着、蓄積による設備腐食の検討も必要である

液相
分解

• 伝熱管表面へのセラミックス処理による焼却灰の付着防止の効果はあまり大きくなく今後見直しが望まれる
• 伝熱管への付着防止技術の開発が検討の中心になっているが、装置の稼働時間を向上させるには焼却設備トータルでの課題の抽出

が必要である
• 低温熱利用技術は広範な需要開拓、用途開拓のさらなる検討が望まれる

高効率エネルギー回収・利用システム開発



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

研究開発成果の副次的成果等
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【社会的効果】
プラスチックリサイクル技術に関する社会的な要請は大きく、企業イメージアップ戦略として企業のリサイクル技術の導入が期待できる。
従来の廃プラスチックのダウンリサイクルからアップリサイクルへの合理的な転換を図り、カーボンニュートラル及び脱炭素社会への貢献
に繋げていく。

【技術的効果】
高度選別技術の成果は、従来の廃プラスチックの人手による選別ラインの直接作業者を従来の1/3以下に低減可能。
材料再生プロセス技術の成果は、廃プラスチックだけでなく、バージンプラスチック材の物性改善にも寄与。
石油化学原料化技術の成果は、石油精製設備の高度利用に対する世界的要請の実現にも寄与。開発した触媒は、プラスチック
リサイクルのニーズをもつ企業に展開するとともに、プラスチックリサイクル以外の触媒プロセスにも寄与
高効率エネルギー利用の成果は、一般廃棄物焼却炉、セメント産業、製鉄業等に広く適用可能。また、焼却炉の設備メンテナン
スの頻度を現状の1/2に削減可能
リサイクルプロセスが確立されることで、より簡便にリサイクルできる製品設計に関する指針も確立する

【人材育成】
プラスチック資源循環の観点で、ライフサイクル全体を見渡せるプラスチック製品設計ができるエンジニア、アカデミア人材の輩出
企業において、ノウハウに留まらない成形加工プロセスの専門人材育成への関心度の向上



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

特許出願
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計2024年度2023年度2022年度2021年度2020年度研究開発項目

621120高度選別システム
開発

500131材料再生プロセス
開発

751010石油化学原料化
プロセス開発

220000
高効率エネルギー

回収・利用
システム開発

2092261合計



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

論文発表等
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合計2024年度2023年度2022年度2021年度2020年度

5515141079論文（国際誌）

1634423論文（国内誌）

120283629252国際学会発表

2495482504419国内学会発表

2516646754519講演・講座

49131411110新聞・雑誌等への掲載

36574155著書



＜評価項目３＞マネジメント
（１）実施体制

※ 受益者負担の考え方
（２）研究開発計画
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報告内容

３．マネジメント

２．目標及び達成状況

1．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋

• NEDOが実施する意義
• 実施体制
• 個別事業の採択プロセス
※予算及び受益者負担
• 目標達成に必要な要素技術
• 研究開発のスケジュール
• 進捗管理
• 進捗管理：中間評価結果への対応
• 進捗管理：動向・情勢変化への対応
• 進捗管理：成果普及への取り組み
• 進捗管理：開発促進財源投入実績

ページ構成
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※本事業の位置づけ・意義
(1)アウトカム達成までの道筋
(2)知的財産・標準化戦略

(1)実施体制
※受益者負担の考え方

(2)研究開発計画

(1)アウトカム目標及び達成見込み
(2)アウトプット目標及び達成状況



3. マネジメント (1) 実施体制

NEDOが実施する意義

34

NEDOが持つこれまでの知識、実績を活かして推進すべき事業

プラスチックの資源循環の解決は国の方針に沿った重要課題であり、本事業
によるプラスチックの資源循環並びにCO2排出量の削減は社会的必要性が
高い。

NEDOではこれまでに培ってきた各種素材のリサイクル技術の開発で得た知
見や成果、ネットワークを活用し中長期的な技術開発を行うことが可能。

研究開発の難易度が高く、必要な投資規模が大きく、また実用化までのリー
ドタイムが長いことから、民間企業だけではリスクが高い。



3. マネジメント (1) 実施体制

実施体制
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委託先：産業技術総合研究所、大栄環境、富士車輛
再委託先：北海道大学、奈良先端科学技術大学院大学、芝浦工業大学、近畿大学、大阪大学

委託先：福岡大学、産業技術総合研究所、プラスチック工学研究所、いその、富山環境整備、花王、
TOPPAN、三菱電機、DIC、旭化成、三光合成
再委託先：東京科学大学、神戸大学、山口大学、滋賀県立大学、九州工業大学、横浜国立大学、ライ
オン、メビウスパッケージ、エスバンス

委託先：早稲田大学、石油エネルギー技術センター、コスモ石油、大日本印刷
再委託先：鳥取大学

委託先：東海国立大学機構、産業技術総合研究所、東北発電工業、八戸工業大学、東京
電機大学、中央大学、高砂熱学工業
再委託先：学校法人青山学院

委託先：東北大学、産業技術総合研究所、東ソー、TOPPAN、東西化学、恵和興業
再委託先：東洋インキ

委託先：北九州市立大学
再委託先：国立環境研究所、東京大学

プロジェクトリーダー(PL)
所属 早稲田大学
役職名先進理工学研究科応用化学専攻教授
氏名 松方 正彦

プロジェクトマネージャー(PM)
所属 NEDOｻｰｷｭﾗｰｴｺﾉﾐｰ部
氏名 今西 大介

高度選別システム開発
所属 産業技術総合研究所
役職名 環境創生研究部門首席研究員
氏名 大木 達也（選別技術）
所属 北九州市立大学
役職名 国際環境工学研究科環境システム専攻 教授
氏名 松本 亨（LCA）

材料再生プロセス開発
所属 福岡大学
役職名 研究推進部特命研究 教授
氏名 八尾 滋

石油化学原料化プロセス開発
所属 早稲田大学
役職名 先進理工学研究科応用化学専攻 教授
氏名 松方 正彦（触媒分解）
所属 東北大学
役職名 大学院工学研究科超臨界溶媒工学研究センター 教授
氏名 渡邉 賢（液相分解）

高効率エネルギー回収・利用システム開発
所属 東海国立大学機構名古屋大学
役職名 未来材料システム研究所 教授
氏名 成瀬 一郎

NEDO
技術

委員会
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【公募】
公募予告：2020年2月27日⇒公募：2020年3月30日⇒公募〆切：2020年6月26日
【採択】
採択案件：革新的プラスチックの資源循環プロセス技術開発
採択審査委員会：2020年7月8日
採択審査項目：NEDOの標準的採択審査項目
採択条件：無し

役職（当時）所属氏名区分
教授立命館大学理工学部環境都市工学科橋本 征二委員長
教授北九州市立大学ｴﾈﾙｷﾞｰ循環化学科/環境ｼｽﾃﾑ専攻環境資源ｼｽﾃﾑｺｰｽ大矢 仁史委員

エコ・マネジメントセンター長公益財団法人日本生産性本部喜多川 和典委員
教授国立大学法人山形大学工学研究科多賀谷 英幸委員

理事・研究開発本部長地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター研究開発本部長谷川 裕夫委員
教授国立大学法人東北大学工学研究科福島 康裕委員
課長シャープ株式会社ｽﾏｰﾄｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽｿﾘｭｰｼｮﾝ事業本部要素技術開発部福嶋 容子委員

【採択審査委員】

個別事業の採択プロセス
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【公募】
公募予告：2021年6月30日⇒公募：2021年8月20日⇒公募〆切：2021年9月30日
【採択】
採択案件：石油化学原料化プロセス開発（液相分解）
採択審査委員会：2021年10月21日
採択審査項目：NEDOの標準的採択審査項目
採択条件：無し

役職（当時）所属氏名区分
エコ・マネジメントセンター長公益財団法人 日本生産性本部喜多川 和典委員長

教授国立大学法人 山形大学 工学研究科多賀谷 英幸委員
シニア･リサーチャー千代田化工建設株式会社フロンティアビジネス本部研究開発センター橋本 智佳子委員

シニアアドバイザー/特任教授三井化学株式会社、中部大学藤田 照典委員

【採択審査委員】

個別事業の採択プロセス
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予算及び受益者負担
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実績額（単位：億円）

合計2024年度2023年度2022年度2021年度2020年度

42.445.518.8312.359.835.92

受益者負担：委託事業

廃プラスチックの処理には、材質、製品の汚染度など、様々な要因が要するために、マテリアルリサイクル、ケミカルリサイクル、サーマル
リサイクルを回収プラスチックの品質に応じてバランスよく実施することで、処理量、経済性、環境性（CO2削減効果）を最大化す
る必要がある。そのためには、本研究開発に於ける「高度選別技術」、「材料再生技術」、「基礎化学品化再生技術」、「高効率エ
ネルギー回収・利用技術」の４つのコア技術開発の連携が必須であり不確実性が非常に高い。このため委託事業として進めたもの。
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目標達成に必要な要素技術

1) 高度選別【LCA】

• FP型AIソータの開発
は、雑品プラDBの構
築 / 複合センシング
データ 利用深層学
習AIの構築 / マテリ
アルハンドリング技術
の開発

• 高度比重選別システ
ムは、サイズ･形状指
標の解明と事前整粒
装置の開発 / 多槽
比重選別システムの
開発

• 実装するための表面
改質技術

• スケールアップ技術と
基本設計技術

• 結晶のメモリ―ならび
にせん断履歴を緩和
し、絡み合いを復元
できる再ペレタイズプロ
セス

• 成形中のせん断応力
制御が可能な成形プ
ロセス

•廃プラスチックの分解
に適した触媒開発

• 複合プラスチックのケミ
カルリサイクルに向けた
液相分解プロセス

・プロセス評価のためのシミュレーション技術 ・制約条件下における最適解導出技術
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廃棄物データ解析
前処理機構開発
評価モデル開発

廃棄物データ拡充
統括制御システム開発

評価モデルの完成

物理モデル構築
押出機構成要素の検討

製品適用検討

物理劣化・再生モデル構築
新ペレタイスシステムの検証
新射出成形プロセスの検証

製品適用実証
パイロットプラント概念設計

分解触媒の特性解析
易リサイクル性容器検討

モノマー回収率向上
回収ポリオレフィンの材料特性把握

高効率・高耐久伝熱管基礎検討
冷熱製造技術基礎検討

熱利用システム評価技術開発

実廃プラスチックでの検証
高機能分解触媒の試作・評価

易CR容器の試作・評価
回収モノマーからのポリマー合成
押出機連続装置の製作・運転

高効率・高耐久伝熱管実証
冷熱製造統合システム構築・検証
熱利用システム評価モデル検証

投
入
廃
プ
ラ
配
分
の
検
討

全

国

最

適

導

入

計

画

終了時
評価

廃プラスチックの処理は、マテリアルリサイクル、ケミカルリサイクル、サーマルリサイクルを回収プラスチックの品質に応じてバランスよく実施することが
非常に重要で、投入廃プラ配分の検討を通じて、他テーマとの処理区分の境界を検討。また高度選別システム開発参画企業が扱う廃プラの
他テーマへの提供を通じて、各種課題の洗い出しを実施
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NEDOの主催する委員会、実施者が率先して開催する委員会等の開催で定期的に進捗確認管理を実施

主催者開催頻度会議名

NEDOサーキュラーエコノミー部毎年１回以上開催技術委員会

NEDOサーキュラーエコノミー部新規研究開発テーマ公募時採択審査委員会

実施者毎年2 回程度開催研究開発連携会議

実施者毎年4 回程度開催PL・TL・STL 会議

実施者1～3か月毎を目途に開催進捗報告会議
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【研究開発マネジメント事例】
●技術委員会

石油化学原料化テーマで、委員より新プロセスの可能性についての言及があり、NEDOのプロジェクトマネージメント内容として検討
⇒ 石油化学原料化の研究開発項目でプロセスの選択肢の多様化を図るため、革新的なケミカルリサイクル技術開発テーマを公募し廃プラスチックの新規分解技術研究

テーマ（液相分解）を採択

技術委員会
技術の最新動向調査による比較により、ケミカルリサイクル（触媒分解）研究開発の取組に対して方向性の確認を行う必要が出てきた
⇒ ケミカルリサイクル（触媒分解）研究開発に対して、技術の専門家を新たに委員委嘱し通常の技術委員会とは別に専門家委員会を開催する事により、実施計画書の

見直し、残存課題の精査を行った
【以下技術委員会委員意見】
2023/12/27開催

• 熱分解技術と比較する場合は、欧米の建設中・運転中プラントとの比較が必要
• 実廃プラを用いるゼオライト触媒分解を複数回行い、実廃プラ転化率／生成物選択率を示すこと
• 開発触媒ができていない中で、実施者の実施内容を見直す必要がある

2024/4/2開催
• 競合技術、先行研究を十分整理し、触媒を用いるプロセスの新規性のポイントを明確にすること
• 好ましくない結果こそ、早く正確に伝えること

2024/10/17開催
• ブランク実験において多くの熱分解が起こっていること。すなわち、触媒の影響は小さいこと。また、触媒劣化が起こっていること。一方実験条件を適切に管理できてい

ない可能性がある
• ゼオライト触媒を用いる廃プラ分解の結論を出させなければならない

【事業終了時での残存課題】（P.28記載内容）
• ゼオライト触媒失活に繋がった添加物等の触媒毒が何であるかを明らかにする基礎研究の取組みが必要である
• 触媒再生のための大量の触媒焼成プロセスを実現する手法の検討が必要である
• 石油化学工業プロセスでの接触流動式分解装置(FCC)を想定した評価はレトロフィットの手法の一つと考えられるが、何等かの既存の統合的なシステムを想定し、その

中で触媒利用の有効性を示すことが望まれる
• 今後の知見として、本取り組みの成果と課題を記録に残すことが必要である
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進捗管理：中間評価結果への対応
事業終了時点での結果対応問題点・改善点・今後への提言

高度選別システム開発事業者の調査により、大栄環境の雑品プラ・
製品別プラ処理量と全国の廃プラ総排出量に関する実績と将来の
見通しを調査した。新MR,新CR,新ERの実運用時の受け入れ条
件の明示により採算性評価、事業化検討が可能になった。
材料再生プロセス開発により、モノマテリアル系ではバージン比90%
までの高度物性再生を達成することができた。またバージン品でも物
性向上できることを見出した。一方で複合材料では新たな発想によ
る再生プロセスの構築が必要である。
高効率エネルギー回収・利用システムでの開発材料により灰付着お
よび化学腐食の両者を低減可能となった。それにより未利用排熱に
よる冷熱製造とそれによる氷スラリ製造の実現可能性が向上した。

各研究開発項目が対象とする廃プラ
スチックの種類や量、また開発された技
術によりリサイクルが可能と見込まれる
量については、事業の中で関係性や
整合性が検討されるよう、既にPL等を
中心に議論を行っているところ。中間
評価以降も技術開発で得た知見を
基に、実施者による各処理技術へ投
入されるべき廃プラスチックの種類、量
の整合性の議論を進める。

今後は、多岐に亘る技術開発プロジェクト
であるため、排出される国内の廃プラスチッ
クの種類や量などの動向も踏まえながら、
個別の研究開発項目と事業全体の整合
性の向上について、更なる工夫を期待した
い。1

材料再生プロセス開発でのラボレベルの押出機による再生試験では、
参画企業で良好な結果を得ることができた。また高性能実証試験
機で高度再生を行ったリサイクルプラスチックにおいても参画企業だけ
でなく外部企業でも実用に供する性能を示すことが実証された。良
好な結果を受けて、本格的な事業化検討を継続している。

本事業の研究開発項目（高度選
別）の中で様々な廃棄場所からの廃
プラスチックの回収を進めている。継続
的な情報収集を通じ、実用化・事業
化時の回収方法の検討を深める。ま
た、大学等からの再生プラスチック材を
複数のユーザー企業へ提供することな
どを通じ、ユーザー企業による再生プラ
スチック材利用の具体例を積み上げる
など、将来の技術利用を意識した取り
組みを深める。

今後、実用化・事業化に向けて、廃プラス
チックを効率的に回収する方法や量、種類、
品質等の理解を深めること、再生プラスチッ
ク材の需要分野や出口産業について戦略
的に検討し、付加価値の付け方を意識し
ながら市場にPRを図ること、及び開発が先
行しているテーマについては、実施者による
事業化の加速を図ることを期待したい。

2

43
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近年、従来のプラスチックケミカルリサイクル技術
としての熱分解法技術の進化が見られ、再度
代表的な熱分解法の研究開発状況の情報収
集を行った

従来の熱分解プロセスに比べ分解反応温度
の低い事例
ナフサ、軽質留分、燃料油が主な生成物で
はあるが、ナフサクラッカーとの併用で石化原
料への転換の可能性
但し異物（夾雑物含む）処理に関しては課
題があるものと想定

対応
技術委員会からの指摘もあり、触媒分解プロセ
ススケールアップの検討を見直し、異物処理能力
の観点で、リサイクラーから入手した実廃プラを用
いた触媒分解プロセスの技術ポテンシャルと残存
課題を確認する事とした

本事業
触媒分解法

(触媒、溶媒併用)

熱分解法

分類、項目
溶媒添加系無溶媒系

OMV
／ExxonMobil

New Hope 
Energy
／BASF

石化原料
（C2~C9A≧70%）ナフサ、燃料油ナフサ、軽質留分目的

生成物

分解法
の特徴

燃料油留分ワックス、Coke重質留分、Coke副生成物

400℃300～360℃
／370～500℃

350～550
／420℃反応温度

1hr循環（予想≫1hr）
／不明

5hr（特許より）
／不明反応時間

溶融・溶解槽
（溶媒混合）押出機⇒溶媒混合押出機・溶融タンク

／不明
溶融
溶解

プロセスの
特徴

撹拌槽型
（圧力容器）不明撹拌槽型／不明反応器

ろ材（樹脂膜他）不明不明異物除去
分留塔

（2～3成分）分留塔（4成分）分留塔（4成分）生成物
分離

ケミカルリサイクル（触媒分解）事業者による調査情報の例
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• プロジェクトの発展・成果普及を図るため、成果の社会実装や関連する先端技術分野等の将来を担う人材の育成、新たなニーズまたは技術シーズの発
掘や技術の応用・発展に繋がる人的ネットワークの構築に向けて材料再生技術に関するNEDO特別講座を実施中（2024年度～2025年度）

i. 当プロジェクトにより廃棄プラスチックの高度物性再生を実現した、「物理劣化・物理再生理論」の基盤となる高分子の基礎物理物性（レオロジー、溶融時の絡み合い構造
（最長緩和時間）、結晶構造、メモリー効果など）
ii. 上記物性を評価する実験手法と解析手法
iii. 高分子の分子運動論とシミュレーションを用いた物理劣化・物理再生メカニズム解析法
iv. 製造対応技術（射出成形、押出成形）
v. プラスチックのマテリアルフロー
vi. 学会参加や論文などを通じて得た海外動向などマテリアルリサイクルの推進に重要な情報一般

①人材育
成講座の
実施

i. 専門家による招待講演
ii. シンポジウム・ワークショップの開催
iii. 講座参加者と主体とした意見交換会の実施
iv. 大学－企業、企業間の共同研究の推進

②人的交
流などの展
開

i. 福岡大学などの研究施設見学
ii. 講座参画企業の試料を用いたサンプル評価や分析・評価手法の検討

③周辺研
究の実施

参加者数講座テーマ実施日 実施場所
85講座開催の説明会2024年11月21日 オンライン
118物理劣化・物理再生理論概要説明2024年12月4日、5日 福岡大学
142高分子溶融物性・レオロジー基礎2024年12月24日 滋賀県立大学
171高分子固体物性・結晶物性基礎2025年1月22日 神戸大学
135高分子内部構造ならびに流動解析2025年2月20日、21日 福岡大学
129革新的プラスチックマテリアルリサイクルシンポジウム2025年3月11日、12日 島津製作所
130射出成形と高度マテリアルリサイクル2025年4月17日、18日 広島テクノセンター

広島大学デジタルものづくりセンター
119押出成形・繊維成形と高度マテリアルリサイクル2025年5月22日、23日 福岡大学
86計算科学と高度マテリアルリサイクル2025年6月26日、27日 福岡大学 HPにおいては、過去講義のアーカイブ公開

NEDO特別講座実施内容

NEDO特別講座実施実績 （総計約400名が参加）

進捗管理：成果普及への取り組み（NEDO特別講座）



3. マネジメント (2) 研究開発計画
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進捗管理：成果普及への取り組み

材料再生プロセス開発成果についてシンポジウムを開
催し広く技術成果を一般に公開

（2022年3月9日開催）

高効率エネルギー利用開発成果についてセミナーを開催
し広く技術成果を一般に公開
（2022年7月1日開催）

P.12資料再掲



3. マネジメント (2) 研究開発計画
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進捗管理：成果普及への取り組み

温水から氷をつくれ！排熱商業利用の実現に迫る
パッケージの記者発表会を開催し実験を公開

（2024年5月29日開催）

書籍「熱、排熱利用に向けた材料・熱変換技術の開発
と活用事例」

第６章 産業排熱活用に向けた工場・生産設備での蓄熱、熱利用技術の応用事例
第９節 未利用熱を活用できる温水を使用した氷スラリー製造の連続化技術の開発

（技術情報協会，2025年5月30日）



3. マネジメント (2) 研究開発計画
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進捗管理：成果普及への取り組み

第37回新産業技術促進検討会シンポジウム 2022年3月1日
NEDO『革新的プラスチック資源循環プロセス技術開発』プロジェクト 進捗報告会
第45回新産業技術促進検討会シンポジウム 2023年8月2日
NEDO『革新的プラスチック資源循環プロセス技術開発』プロジェクト 進捗報告会
第56回新産業技術促進検討会シンポジウム 2025年5月16日
NEDO『革新的プラスチック資源循環プロセス技術開発』プロジェクト 報告会

【その他講演】
Japan Pack 2022（2022年2月16日）
プラスチック循環技術の確立に向けたNEDOの取り組みについて
化学工学会 化学工学ビジョンシンポジウム「エネルギー・資源循環に貢献する化学工学」（2023年3月15日）
NEDOにおける資源循環技術開発の取組み
IPF Japan 2023（2023年11月29日）
革新的プラスチック資源循環プロセス技術開発プロジェクトの概要
富山県グリーン分野研究会第4回技術セミナー(2025年1月16日）
プラスチック循環技術の確立に向けたNEDOの取り組みについて

【モノづくり日本会議】



3. マネジメント (2) 研究開発計画

進捗管理：開発促進財源投入実績

49

成果件名・目的百万円2021年度

混合プラスチック成層化の制御性向上および高精度化による研究開発の加速廃プラスチック選別装置機構の改良のため
16高度選別

システム開発
実廃プラに対するテラヘルツ分光データベースの構築による研究開発の加速実廃プラの形状・サイズ多様性に対する分析データの大量取得のため

容器包装リサイクルプラスチックの再利用における製品化適用範囲の拡大と実験データ蓄積の
効率向上による研究開発の加速

成形装置によるフィルム製膜および実験装置の改良による洗浄機構の導入のた
め47材料再生

プロセス開発 プラスチックの内部構造変化と物性変化との相関関係の解明による研究開発の加速NMR分析による試料の形状多様性に対応するため

廃プラスチック分解触媒開発に向けた評価基盤の整備による研究開発の加速粒子径分布測定装置および分光分析装置による触媒性能評価のため

39
石油化学原化

プロセス
開発

各種プラスチックの熱分解性能の基盤データベースの構築による研究開発の加速TG-DTAの導入による廃プラスチックの熱分解性能の評価のため

ベンチプラント評価におけるフィードノズル閉塞条件の抽出による研究開発の加速FCCライザーベンチプラント評価に向けたプロトタイプ装置の改良のため

ごみ焼却設備との漁港（冷熱需要地）の実証サイトの候補地抽出による研究開発の加速冷熱需要を踏まえた低温廃熱利用の実証サイト検討のため

29
高効率エネルギー回

収・利用システム
開発

連続乾燥装置のスケールアップによる研究開発の加速低温廃熱の熱輸送媒体（吸着材）に関する連続乾燥装置の多段化改造のた
め

冷媒の物性予測手法の早期確立およびパイロットスケール機の製作の課題抽出による研究開
発の効率的な推進と加速

低温廃熱を利用した冷媒性能の評価装置およびベンチスケールの吸収冷凍機の
改良のため

氷スラリーの熱流動特性の把握による閉塞条件の解明と高精度評価手法の確立による研究
開発の加速

FT-IRおよび顕微鏡に導入による冷熱輸送媒体（氷スラリー）の流動性評価の
ため



3. マネジメント (2) 研究開発計画

進捗管理：開発促進財源投入実績
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成果目的百万円2022年度
後段のリサイクル工程（特にケミカルリサイクル）向けに連携的に供給する廃プラスチックの精密
選別の実現による研究開発の加速廃プラスチック選別装置機構の改良のため

28高度選別
システム開発 実廃プラスチックに対する精密選別条件の策定および深層学習AIの基盤データベースの構築に

よる研究開発の加速
廃プラの各種選別工程におけるデータおよび実廃棄物のマテリアルハンドリング動
作データの大量取得のため

過年度で検証済の改良要素に関するより高度なプラ物性の再生効果の検証による研究開発
の加速中規模スケールの樹脂溜まり付き押出機の機構改良のため

65材料再生
プロセス開発

多種多様な廃プラスチックに対する物性再生効果の網羅的な検証と効率的なデータ蓄積による
研究開発の加速

PD研究員の採用および実廃プラ組成分析外注による物性再生効果の解明のた
め

実廃プラへの適用可能性およびプロセスの経済性検討による新規押出機の研究開発の加速樹脂溜まり付き押出機に適用可能な異物除去機構改造と検証データ蓄積のた
め

押出機のスケールアップ検討による研究開発の加速樹脂溜まり付き押出機のスケールアップ検討に向けた樹脂流動解析のため
成形時の樹脂物性劣化抑制する最適化条件の抽出による研究開発の加速成形金型のバルブゲート機構の改良要素増設に伴うデータ取得のため
物性再生効果の製品化適用可能性の見極めによる研究開発の加速物性再生樹脂を用いた成形後の大型製品に係る物性データの追加取得のため
中規模スケールの樹脂溜まり付き押出機のセッティング確認装置設置に伴う研究員の移動のため

想定される廃プラスチック種類の対応範囲拡大と円滑なプラント設計に関する研究開発の加速忌避成分および異物除去成分の特定に伴うプラント設計に関する追加的な検討
のため

83石油化学原料化
プロセス開発 新規押出機の小型化検討に向けた研究開発の加速押出機の改良要素増設のため

多種多様な複合材料プラの対象範囲の拡大による研究開発の加速高圧反応装置の導入による複合樹脂材料のモノマー化反応の追加データ取得の
ため

表面改質手法の検討に向けた実験データ蓄積に係る研究開発の加速大面積化した表面改質試料に対する組成分析装置の導入のため

59高効率エネルギー回
収・利用システ開発

候補材料の週出と絞り込みに向けた実験データ蓄積に係る研究開発の加速改質材料の候補選定における分析試料の前処理装置の導入ため
実廃ガスの耐久性の検討に係る研究開発の加速実廃棄物焼却サイトに設置する改質材料のその場観察機構等の導入のため
伝熱シミュレーションの最適化および総合熱マネジメントツールによる評価の高精度化に係る研
究開発の加速

粒子温度測定装置の導入による低温廃熱輸送媒体粒子の詳細温度の特定の
ため



１．事業全体概要 

プロジェクト名 

革新的プラスチック資源循環プロセス技術開発 

（経済産業省予算要求名称：プラスチック有効利

用高度化事業） 

プロジェクト 

番号 
P20012 

担当推進部/ 

プロジェクトマ

ネージャー（ＰＭ

ｇｒ）または担当

者 

及び経済産業省担

当課 

環境部 PM 阿部 正道（2020 年 7 月~2020 年 9 月） 
環境部 PM 伊東 賢宏（2020 年 10 月~2021 年 12 月） 
サーキュラーエコノミー部 PM 今西 大介（2021 年 12 月～現在） 
 
経済産業省イノベーション・環境局 GX グループ資源循環経済課 

０．事業の概要 

本事業は、プラスチックのリサイクルにより資源循環を行うものであり、廃棄物と

してのプラスチックにおいて、「プラスチックの高度選別」、「プラスチックの材

料再生プロセス」、「プラスチックの化学原料化」、「プラスチックからの高効率

エネルギー回収」の４つの研究開発を行う事で、プラスチックに関して資源循環ビ

ジョン 2020 での「あらゆる段階で資源の効率的・循環的な利用を図りつつ、付加

価値の最大化を図る経済」を実現するものである。 

1.1. 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

1.1.1 本事業の

位置付け・意義 

2017 年時点で年間 899 万トンの廃プラスチックのうち、廃プラスチックの再生品へ

の利用は 206 万トン/年（輸出分を含む）、コークス炉やガス化の原料（ケミカル

リサイクル）として 36 万トン/年リサイクルされており、固形燃料、発電、熱利用

の熱エネルギー回収（エネルギーリカバリー）に 516 万トン/年が利用された。し

かしながら、中国の輸入規制やバーゼル条約の改正による輸出国への規制強化など

の外部環境の変化や、SDGs、CSR や ESG 投資などによるリサイクルプラスチックの

利用ニーズに応えていくためには、廃プラスチックの資源価値を高めることで経済

的な資源循環を達成することが必要であり、リサイクル技術をさらに発展させ、資

源効率性向上、付加価値を生み出しつつ二酸化炭素排出を削減することが求められ

た。 

この状況に対して、経済産業省では、2020 年 5 月に資源循環ビジョン 2020 を策定

した。資源循環ビジョン 2020 では、「大量生産・大量消費・大量廃棄型の線形経

済モデルは、我が国のみならず、世界経済全体として、早晩立ち行かなくなるのは

明白であり、株主資本主義の下、短期的利益と物質的な豊かさの拡大を追求する成

長モデルからの転換が求められている」と記述された。この記述によれば、線形経

済から循環経済への移行は必然であり、このような情勢の変化に対応するためのプ

ラスチックの資源循環の促進は急務である。また、2019 年 5 月制定のプラスチック

資源循環戦略では、「分別・選別されるプラスチック資源の品質・性状等に応じ

て、循環型社会形成推進基本法の原則を踏まえ、材料リサイクル、ケミカルリサイ

クル、そして熱回収を最適に組み合わせることで、資源有効利用率の最大化を図り

ます。」と記述されている。この様なことから、本事業では材料リサイクル、ケミ

カルリサイクル、エネルギー回収（熱回収）のプロセス技術と、各プロセスに廃プ

ラスチックを適切に分配する高度選別技術の開発を行うものである。 

1.1.2 アウトカ

ム達成までの道

筋 

プラスチック資源循環のエネルギー使用量を現行の処理技術よりも大幅に削減し、

AI を用いたプラスチック高度選別、高度材料再生プロセス技術、高い資源化率を実

現する基礎化学品化技術、高効率エネルギー循環システムの開発を行う。 

これらの研究開発を通じて、プラスチック資源効率、資源価値を飛躍的に高めるこ

とで、中小企業の多い静脈産業がサプライチェーンに組み込まれ、 「再生プラス

チック資源を上手に使う」ことで社会ニーズに質・量の両面で応える。また、環境

への取り組みが経済成長に結びつくプラスチック循環経済社会の実現を目指す。 

1.1.3 知的財

産・標準化戦略 

・オープン戦略：知財として確保することが有利な技術に関しては積極的に特許と

して出願する 

itakurahry
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・クローズ戦略：ノウハウとして保有することが有利な技術に関しては出願しない

・知財創出活動の方針：多数保有するバックグラウンド特許をベースに確実に権利

範囲を拡大 

・知的財産権の帰属及び取扱い方法について文書化して管理 

・本事業で得られた知財については、関系各機関の知財部門と連携し、特許管理、

知財管理を推進 

1.2. 目標及び達成状況 

1.2.1 アウトカ

ム目標及び達

成見込み 

事業により開発されたプラスチック再資源化システム(高度選別システム、材料再生

プロセス、石油化学原料化プロセス、高効率エネルギー回収・利用システム)を事業

終了後早期実用化し、普及することにより、2030 年までに、これまで国内で再資源

化されていなかった廃プラスチックのうち年間約 86 万トンが本技術開発成果により

マテリアルリサイクルされ、87 万トンがケミカルリサイクルされ、108 万トンが高

効率エネルギー回収・利用されることを通じて廃プラスチックを新たに資源化し、我

が国のプラスチック循環に貢献する。また、間接的な効果として、選別作業の人手不

足の緩和や焼却処理施設のメンテナンス頻度の半減を目指す。 

アウトカム

目標 
達成見込み 課題 

【経済効

果】 

資源循環と

エネルギー

回収で

1,810 億円/

年 

【CO2 削減

効果】 

資源循環と

エネルギー

回収で 739

万トン-CO2/

年削減 

【高度選別システム開発】 

FP 型 AI ソータと高度比重選別装置の

ベンチ機完成により、技術基盤を構築

した。識別用データ拡充やスケール

アップに関する検証を、現在実施中の

NEDOプロ「高度循環型システム構築に

向けた廃電気・電子機器処理プロセス

基盤技術開発」に引き継ぐことで、3

年程度で製品化する見通し。 

技術成果のユーザとのマッチ

ングを行う事で選別システム

の導入数を増やす各種取組

み、支援する組織の構築が必

要である。これに対し事業者

のサイト内に選別システムの

デモ設備を設置し技術普及に

取り組んでいる 

 

【材料再生プロセス開発】 

開発国内外も含めた企業との共同研究

を行い、本技術の実用化を支援してい

る。また NEDO 特別講座を開催し、企

業だけでなくアカデミアに対しても、

当該プロジェクトで培った知見・技

術・解析手法を伝え、発展させる活動

を行っている。 

材料再生プロセスに適した廃

プラスチックの量的な確保

と、それを用いた再生利用プ

ラスチック製品の選定を行

い、企業実施者と共に実製品

の製造プロセスの検証が必要

である。継続的に廃プラス

チックを扱うリサイクル企業

と製品製造企業のマッチング

を進めて行く 

【石油化学原料化プロセス開発】 

触媒分解：固体夾雑物の除去システム

を備えた、溶媒利用触媒分解を行うプ

ロセスフローを構築し、各単位操作の

実現可能性を検証した。本事業で得ら

れた課題に対する廃プラスチック分解

触媒の開発については、プラスチック

リサイクルのニーズをもつ企業と大学

での個別共同研究の実施に移行する 

液相分解：参画企業内での不良品再生

に関する取り組みから始め、2030年度

までに 20 万トン/年の処理に関する装

置設計に基づく経済性および環境適合

性を評価するとともに、バリュー

チェーンを構築する 

触媒分解：触媒活性に対する

異種プラスチック混入を可能

とするレベルの検証、触媒毒

物質の明確化と対策に関する

基礎研究を行う必要がある 

液相分解：装置設計に資する

データの獲得をさらに進める

とともに、当該技術を内外に

周知し潜在的顧客を見出すこ

とでバリューチェーンの構築

を進める 
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【高効率エネルギー回収・利用システ

ム開発】 

高効率伝熱管材料の高耐久化と焼却炉

への実装方法の検討により基盤技術を

完成した。当該技術を実機へ適用する

見通しである。また冷熱製造統合シス

テムの基盤技術を完成した。今後総合

的なエネルギー利用システムに本技術

の搭載を行える見通しである。 

高効率伝熱管材料の検討で

は、実プラントでの各種評価

が別事業で始まり、社会実装

に向けて着実に進んでいる。

冷熱製造統合システムの検討

では吸収型冷凍機の更なる性

能向上は必要であるが、企

業、自治体からの関心が高く

低温排熱を得られる場所の選

定は順調に進んでいる 

1.2.2 アウト

プット目標及

び達成状況 

【最終目標】 

研究開発項目：高度選別システム開発 

材料再生プロセス開発～高効率エネルギー回収・利用システム開発までのプロセス向

けの処理対象となる廃プラスチックを回収率95％以上、現状比3倍の速度で自動選別

する 

研究開発項目：材料再生プロセス開発 

廃プラスチックを新品のプラスチックと比べ90％以上の材料強度（靱性）に再生する

研究開発項目：石油化学原料化プロセス開発 

廃プラスチックを転換率 70％以上で石油化学原料に転換する 

研究開発項目：高効率エネルギー回収・利用システム開発 

再生処理困難なプラスチックからエネルギーを高効率に回収して、総合エネルギー利

用効率 80％以上を達成する 

成果(実績)(2025 年 3 月) 達成度 

(見込み) 

達成の根拠/解決方針 

【高度選別システム開発】 

選別技術：〇 

LCA：○ 

【材料再生プロセス開発】 

○ 

【石油化学原料化プロセス開

発】 

触媒分解：△ 

液相分解：○ 

【高効率エネルギー回収・利

用システム開発】 

○ 

総合判定:

△ 

【高度選別システム開発】 

選別技術：FP 型 AI ソータ開発につい

て、プラント導入に向けて黒色プラの識

別精度向上と AI 識別用データの拡充が

必要である。製品別廃プラの比重選別に

ついて、操業規模に応じたスケールアッ

プのため水槽規模に適合したジグ自動制

御機能の検証が必要である。いずれも現

在実施中の NEDO プロ「高度循環型シス

テム構築に向けた廃電気・電子機器処理

プロセス基盤技術開発」に引き継いで検

証中 

LCA：炭素資源循環度の指標としての今

後の展開については、成果を学会等にお

いて発表することで、この分野の研究・

政策に影響を与えることができると考え

る 

【材料再生プロセス開発】 

普及のためには単軸でのプロセス開発研

究、また CAE による流動解析殿定量的連

携が必要 

【石油化学原料化プロセス開発】 

触媒分解：基礎研究に立ち戻って触媒毒

物質の特定や可能な対策技術を策定し

て、触媒分解の対象となる廃プラの拡大

を図る。スケールアップ時の昇温速度低

下が触媒効率低下に影響する課題も表

出。急速昇温可能な連続式試験装置で検

証 
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液相分解：10 万トン/年の装置設計が課

題であり、重質油処理装置を参考にする

ことで解決する 

【高効率エネルギー回収・利用システム

開発】 

施工法と皮膜構成の最適化を知財化し社

会実装。冷熱製造・製氷システムのス

ケールアップによる実証試験の導入先の

候補地の多様化と冷熱需要の拡大 

1.3. マネジメント 

1.3.1 実施体制 

プロジェクトリーダー 早稲田大学先進理工学研究科応用化学専攻教授 松方正彦 

1.3.2 受益者負担の考え方 

1.3.2  受益

者 負 担 の 考

え方 

委託 受益者負担の考え方プラスチックの資源循環の解決は国の方針に沿った重要

課題であり、本事業によるプラスチックの資源循環並びに CO2 排出量の削減

は社会的必要性が高い。NEDO ではこれまでに培ってきた各種素材のリサイ

クル技術の開発で得た知見や成果、ネットワークを活用し中長期的な技術開

実施体制図 

プロジェクトリーダー(PL)
所属 早稲田大学
役職名先進理工学研究科応用化学専攻教授
氏名 松方 正彦

プロジェクトマネージャー(PM)
所属 NEDOｻｰｷｭﾗｰｴｺﾉﾐｰ部
氏名 今西 大介

高度選別システム開発
所属 産業技術総合研究所
役職名 環境創生研究部門首席研究員
氏名 大木 達也（選別技術）
所属 北九州市立大学
役職名 環境システム専攻環境生態システムコース 教授
氏名 松本 亨（LCA）

材料再生プロセス開発
所属 福岡大学
役職名 研究推進部特命研究 教授
氏名 八尾 滋

石油化学原料化プロセス開発
所属 早稲田大学
役職名 先進理工学研究科応用化学専攻 教授
氏名 松方 正彦（触媒分解）
所属 東北大学
役職名 大学院工学研究科超臨界溶媒工学研究センター 教授
氏名 渡邉 賢（液相分解）

高効率エネルギー回収・利用システム開発(ER)
所属 東海国立大学機構名古屋大学
役職名 未来材料システム研究所 教授
氏名 成瀬 一郎

NEDO
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発を行うことが可能。研究開発の難易度が高く、必要な投資規模が大きく、

また実用化までのリードタイムが長いことから、民間企業だけではリスクが

高い。このような事から NEDO が持つこれまでの知識、実績を活かして委託

事業として推進すべきものである 

主な実施事項 2020FY 2021FY 2022FY 2021FY 2024FY 

研 究 開 発 項

目：高度選別

システム開発 

委託 委託 委託 委託 委託 

研 究 開 発 項

目：材料再生

プロセス開発 

委託 委託 委託 委託 委託 

研 究 開 発 項

目：石油化学

原料化プロセ

ス開発 

委託 委託 委託 委託 委託 

研 究 開 発 項

目：高効率エ

ネ ル ギ ー 回

収・利用シス

テム開発 

委託 委託 委託 委託 委託 

1.3.3 研究開発計画 

事業費推移 

[単位:百万

円] 

事業費 2020FY 2021FY 2022FY 2021FY 2024FY 総額 

会計（特別） 592 852 1,000 883 551 3,878

追加予算 131 235 366 

総 NEDO 負担額 592 983 1,235 883 551 4,244

情勢変化へ

の対応 

政策対応 プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律が令和 4 年 4 月 1 日に
施行され基本方針が策定された。本事業では事業開始時から各種製品設計
への取組みを包含 

競合技術対応 事業構想の段階に比べ、従来のプラスチックケミカルリサイクル技術とし

ての熱分解法技術に進化が見られ、代表的な熱分解法の研究開発状況の情

報収集を行い、触媒分解技術のポテンシャルや課題の明確化を進めた 

中間評価結

果への対応 

今後は、多岐に亘る技術開発プロ

ジェクトであるため、排出される国

内の廃プラスチックの種類や量など

の動向も踏まえながら、個別の研究

開発項目と事業全体の整合性の向上

について、更なる工夫を期待したい

各研究開発項目が対象とする廃プラスチックの種類

や量、また開発された技術によりリサイクルが可能

と見込まれる量については、事業の中で関係性や整

合性が検討されるよう、既に PL 等を中心に議論を

行っているところ。中間評価以降も技術開発で得た

知見を基に、実施者による各処理技術へ投入される

べき廃プラスチックの種類、量の整合性の議論を進

める 

今後、実用化・事業化に向けて、廃

プラスチックを効率的に回収する方

法や量、種類、品質等の理解を深め

ること、再生プラスチック材の需要

分野や出口産業について戦略的に検

討し、付加価値の付け方を意識しな

がら市場にPRを図ること、及び開発

が先行しているテーマについては、

実施者による事業化の加速を図るこ

とを期待したい 

本事業の研究開発項目（高度選別）の中で様々な廃

棄場所からの廃プラスチックの回収を進めている。

継続的な情報収集を通じ、実用化・事業化時の回収

方法の検討を深める。また、大学等からの再生プラ

スチック材を複数のユーザ企業へ提供することなど

を通じ、ユーザ企業による再生プラスチック材利用

の具体例を積み上げるなど、将来の技術利用を意識

した取り組みを深める 

事前評価 2019/7/4 担当部 環境部 
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評価に関す

る事項 

中間評価 2022/10/26 担当部 環境部 

終了時評価 2025/10/28 担当部 サーキュラーエコノミー部 

1.4. その他 

投稿論文等 
論文（国際）47 件、論文（国内）8 件、国際学会発表 105 件、国内学会発表 214 件、

講演・講座 243 件、新聞・雑誌等への掲載 43 件、著書 22 件 

特 許 出願済 20 件 

その他の外部発表

（プレス発表等）

プレスリリース：「温水を使用した氷スラリー製造の連続化に成功」高効率エネル

ギー回収・利用システム開発冷熱チーム(2024/5/29) 

モノづくり日本会議：新産業技術促進検討会シンポジウム第 37 回(2022/3/1)、45 回

(2023/8/2)、56 回(2025/5/16) 

基本計画に関する

事項 

作成時期 2020 年 2 月 作成 

変更履歴 

2020 年 10 月 PMgr の変更 

2021 年 12 月 PMgr の変更 

2022 年 3 月 「データマネジメントに係る運用」を追記 

2024 年 8 月 NEDO 組織改編による部署名の変更 
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